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ね、100 年なり 200 年なり。
　話が戻りますけれども、冒頭で紹介した飯舘村・
多田宏宮司によれば、長泥の集落は、天明の飢饉







































































































































（NHK クローズアップ現代「水俣病 “ 真の救済 ”













































































































































































































































































































































































































































































































の割合は 1988 年以降、ずっと 7 割台を維持して
います。しかし、現実には札幌一極集中が加速化




























































































（2017 年 10 月 28 日実施）
